
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　前記基板上に配設された半導体素子と、

　前記基板に配設されることにより、前記半導体素子を封止するキャップと、
　前記キャップに形成されており、前記基板と接合される接合部とを具備する半導体装置
において、
　前記接合部を、前記半導体素子の近傍 に設け

ことを特徴とする半導体装置。
【請求項２】
　

請求項１記載の半導体装置。
【請求項３】

の
半導体装置。
【請求項４】
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　前記基板上の前記半導体素子周辺に配設された複数の電子部品と、

で前記半導体素子を取り囲む周辺 、前記キ
ャップの前記接合部より端よりの外周部分は前記基板より離間し、前記複数の電子部品を
覆う

前記キャップは、塑性加工及び切削加工のうちいずれかの方法により形成したものであ
ることを特徴とする

　前記キャップの背面に放熱フィンを配設したことを特徴とする請求項１または２記載

　前記キャップの前記半導体素子と対向する領域に開口部を形成すると共に、前記放熱フ
ィンが前記開口部を介して前記半導体素子と接するよう配設し、



の半導体装置。
【請求項５】

の半導体装置。
【請求項６】

の半導体装置。
【請求項７】

の半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は 係り、特に基板上に配設された半導体素子を封止するキャップを
有する 関する。
　周知のように、半導体装置のパッケージ構造は、内設される半導体素子の特性及び実装
される電子機器の要望に対応して種々のものが提案されている。
【０００２】
また、近年では半導体装置に対し、機械的強度を含め高い信頼性が求められており、また
これと共にコスト低減の要求も強くなってきている。
よって、安価でかつ高い信頼性を実現することができる半導体装置が望まれている。
【０００３】
【従来の技術】
図１（ A)、（ B)は、従来技術における半導体装置の断面図である。
図１（ A)に示す従来の半導体素子は、セラミック基板等の多層基板１０上に半導体素子１
２をフェースダウンで接合し、その周囲にスティフナーと呼ばれる金属などの枠１４を半
導体素子１２と同程度の高さに設けた構成とされている。また、この多層基板１０の上部
には、キャップとなる金属等の板部１６が接着材１８により固定された構成とされていた
。
【０００４】
また、近年の半導体装置の作動周波数の高速化により、半導体素子１２の周囲にコンデン
サ、抵抗等の電子部品２０を搭載する傾向になってきている。従って、キャップとなる板
部１６はこの電子部品２０を避けて配設する必要があり、よって板部１６に機械加工によ
り凹部２２を形成し、この凹部２２内に電子部品２０を配設することが行なわれていた。
【０００５】
しかるに、図１（Ａ）に示す構成では、上記のようにスティフナー１４、金属板１６、接
着材１８という３種の構成要素を要するために、部品点数が増大し、これに伴い製造工程
が複雑化し、よって製品コストが上昇してしまうという問題点があった。また、金属板１
６を接着剤１８に接着するに際し、厚さの制御が困難である接着材１８を２枚も必要とす
る構成であったため、高さ制御が困難であるという問題点があった。
【０００６】
そこで、上記の問題を改善するキャップ構造を有する半導体装置として、図１（ B)に示す
ものが採用されてきた。
図１（ B)に示す半導体装置は、底面に半田ボール等の実装用端子２４が形成されたセラミ
ック材等からなる基板１０上に、半導体素子１２が、その回路表面を基板側に向いたいわ
ゆるフェースダウン状態で配置されている。また、半導体素子１２の周囲にはキャパシタ
ー、抵抗等の電子部品２０が配置されている。さらに、この半導体素子１２及び電子部品
２０を覆うようキャップ２８が配設されている。
【０００７】

10

20

30

40

50

(2) JP 3676091 B2 2005.7.27

　前記キャップと前記放熱フィンとが協働して前記半導体素子を封止する構成としたこと
を特徴とする請求項３記載

　前記放熱フィンの外周縁部と、前記キャップの外周縁部とを挟持することにより固定す
る止め部材を設けたことを特徴とする請求項３または４記載

　前記放熱フィンの一部に、前記キャップと嵌合しこれを固定する凹部を形成したことを
特徴とする請求項３または４記載

　前記凹部は、前記キャップを着脱可能に嵌合する構成であることを特徴とする請求項６
記載

半導体装置に
半導体装置に



このキャップ２８は金属板を例えば絞り加工により所定形状に成形したものであり、半導
体素子１２の背面は熱伝導性の高い接着材２６を介してこのキャップ２８と接合された構
成となっている。このように、図１（ B)の構成の半導体装置では、キャップ２８が絞り加
工により形成された一枚の金属板により構成されているため、部品点数の削減を図ること
ができ、かつ複数の接着材も不要となるため低コストで精度の高い半導体装置を実現する
ことができる。
【０００８】
ここで、キャップ２８と基板１０の接合構造に注目すると、従来ではキャップ２８の外周
部分に形成された外周縁２８ａが、接合材２１を介して基板１０と接合することにより、
キャップ２８は基板１０に固定される構成とされていた。
【０００９】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上述した図１（Ｂ）に示した半導体装置では、キャップ２８が薄く、かつ
基板との接合位置がキャップ２８の外周縁２８ａとされ離間していたため、周囲からの機
械的衝撃や過重等に対して弱いという問題点があった。
具体的には、図１（Ｂ）に示した半導体装置はキャップ２８内に半導体素子１２と共に電
子部品２０をも収納した構成であったため、外周縁２８ａの内側に形成される空間部が大
きくなり、特に中央部分における剛性が低下してしまう。よって、上記の過重等が印加さ
れた場合、キャップ中央部に変形が発生しやすくなる。また、通常この中央部分は半導体
素子１２が配設される位置であるため、キャップ２８に変形が発生した場合半導体素子１
２が破壊されやすいという問題があった。
【００１０】
一方、近年の高密度化の進行とともに消費電力が増大し、放熱フィンを設置する場合が多
くなっている。この放熱フィンは、通常キャップの上部、即ちキャップの半導体素子が対
向する面と反対側の背面上に配設されるものである。しかるに、上記のようにキャップ２
８の強度が弱いと、重量の大なる放熱フィンを搭載した場合、この放熱フィンの重量によ
りキャップ２８が変形してしまうおそれがある。
【００１１】
尚、この放熱フィンは、従来では半導体装置に完全に固定される構成とされており、放熱
フィンのみを取り外すことができない構成となっている。従って、半導体装置が故障等、
不具合が発生した場合には、半導体装置は放熱フィンとともに取り外され、放熱フィンを
再使用することが不可能であるという問題点もあった。
【００１２】
　本発明は上記の点に鑑みてなされたものであり、低コストを維持しつつ高い信頼性を実
現することができる 提供することを目的とする。
【００１３】
【課題を解決するための手段】
　上記課題を解決するために本発明では、以下に述べる各手段を講じたことを特徴とする
。
　請求項１記載の発明では、基板と、前記基板上に配設された半導体素子と、

前記基板に配設されることにより
、前記半導体素子を封止するキャップと、前記キャップに形成されており、前記基板と接
合される接合部とを具備する半導体装置において、前記接合部を、前記半導体素子の近傍

に設け
ことを特徴とする。

【００１４】
　請求項１記載の発明によれば、キャップが基板と接合する位置を、半導体素子の近傍と
することにより、キャップの強度を向上させることができ
【００１６】
　 記載の発明では、前記キャップは、塑性加工及び切削加工のうちいずれかの方
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半導体装置を

前記基板上
の前記半導体素子周辺に配設された複数の電子部品と、

で前記半導体素子を取り囲む周辺 、前記キャップの前記接合部より端よりの外周部
分は前記基板より離間し、前記複数の電子部品を覆う

る。

請求項２



法により形成したものであることを特徴とする。
【００１７】
　 記載の発明によれば、塑性加工あるいは切削加工によってキャップを形成する
ことにより、キャップの加工性を向上させることができ
【００１８】

記載の発明では、前記キャップの背面に放熱フィンを配設したことを特徴とす
る。

記載の発明によれば、キャップの背面に放熱フィンを設けることにより、半導
体素子より発した熱を放出することができる。

記載の発明では、前記キャップの前記半導体素子と対向する領域に開口部を形
成すると共に、前記放熱フィンが前記開口部を介して前記半導体素子と接するよう配設し
、前記キャップと前記放熱フィンとが協働して前記半導体素子を封止する構成としたこと
を特徴とする。
【００１９】

記載の発明によれば、半導体素子上のキャップを開口し、半導体素子に接する
ように放熱フィンを配置し、放熱フィンとキャップとによって半導体素子を封止すること
により、半導体装置の強度を維持しつつ、半導体素子の放熱効果をさらに向上させること
ができる。

記載の発明では、前記放熱フィンの外周縁部と、前記キャップの外周縁部とを
挟持することにより固定する止め部材を設けたことを特徴とする。
【００２０】

記載の発明によれば、止め部材によって放熱フィンとキャップとを固定するこ
とにより、半導体装置の強度を維持しつつ、放熱フィンの設置を容易にすることができる
。

記載の発明では、前記放熱フィンの一部に、前記キャップと嵌合しこれを固定
する凹部を形成したことを特徴とする。
【００２１】

記載の発明では、前記凹部は、前記キャップを着脱可能に嵌合する構成である
ことを特徴とする。

記載の発明によれば、放熱フィンとキャップを固定するための凹部を、
放熱フィンに形成し、放熱フィンの脱着を随時可能とすることにより、半導体素子に不具
合が発生した場合においても、再度放熱フィンを他の半導体素子において再使用すること
ができる。
【００２５】
【発明の実施の形態】
図２～図８は本発明における実施例を示す図であり、以下各実施例について説明する。
[ 第１の実施例 ]
図２は本発明における第１の実施例を示す図である。
【００２６】
図２に示す半導体装置１００の構成は、セラミックあるいはガラス・エポキシ等の樹脂よ
りなる基板１０２の一方の面に、外部接続端子１０４が形成されており、その反対側の面
に、半導体素子１０６がその回路の形成された面を基板１０２側に向けて、いわゆるフェ
ースダウン状態で搭載されている。また半導体素子１０６は、その回路面内に形成された
バンプ１０７が、それと対面する基板１０２上の図示しない電極に接合されている。尚、
半導体素子１０６と基板１０２との隙間は、バンプ１０７を保護する等のために、アンダ
ーフィル樹脂１１１により覆われている。さらに、半導体素子１０６の裏面上には熱伝導
率の高い接着材１０８が貼り付けてある。
【００２７】
一方、半導体素子１０６の周辺には、コンデンサあるいは抵抗等を内部に含む電子部品１
１０が配置されており、半導体素子１０６の裏面の接着材１０８に密着し、かつ電子部品
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請求項２
る。

　請求項３

　請求項３

　請求項４

　請求項４

　請求項５

　請求項５

　請求項６

　請求項７

　請求項６及び７



１１０を覆うように、キャップ１１２が形成されている。また、半導体素子１０６と電子
部品１１０との間隙の、半導体素子１０６を取り囲む周囲領域において、キャップ１１２
は基板１０２表面に接合されている。即ち、図２の断面図ではキャップ１１２は、半導体
素子１０６の近傍の基板１０２と２ヶ所において接する凹部（接合部）１１３を有するい
わゆるＷ型の形状を有する。
【００２８】
以上のように本実施例では、半導体素子１０６と電子部品１１０とが離間した間隙の、半
導体素子１０６近傍の領域において、キャップ１１２が基板１０２と接し、キャップ１１
２を支える構造を有する。従って従来のように、基板上のすべての半導体素子及び電子部
品を覆うように、キャップと基板との接合部を基板の周辺部に有する図１（ B)の断面図に
見られる場合に対して、本実施例の構造では、図２の断面図の、基板とキャップの２ヶ所
の接合部の間隔が近い。このことは、本実施例のキャップの構造が従来の例に対し、特に
半導体素子１０６の上部の領域において、キャップの機械的強度が大であることを意味す
る。
【００２９】
また半導体素子１０６上部のキャップ１１２の強度が大であることは、後の実施例におい
て述べるように、半導体素子１０６上部のキャップ１１２上に、半導体素子１０６より発
生した熱を放出するための放熱フィンを設置した場合でも、その重量に対して、機械的強
度を増したキャップ１１２は絶えうるものである。以上のように、本実施例の構造を採る
ことにより、従来の例において問題であった、半導体素子１０６と電子部品１１０との間
の領域において、キャップ１１２の強度不足によるキャップ１１２の変形や、これに伴っ
て発生する半導体素子１０６等の破壊は起きることがない。
【００３０】
[ 第２の実施例 ]
次に第２の実施例として、図３（Ａ）及び（Ｂ）について説明する。
まず図３（Ａ）は、第１の実施例のキャップ１１２の構造を有する半導体装置に、半導体
素子１０６より発生する熱を効率よく外部へ放出するために放熱フィン１２０を設けた構
造である。
【００３１】
図３（Ａ）の放熱フィン１２０は、放熱の効率を向上させるために、キャップ１１２の半
導体素子１０６上の部分１１２－１及び部品１１０上の部分１１２－２において、キャッ
プ１１２と接する構造とする必要がある。しかしながら、半導体素子１０６と部品１１０
との高さが微妙に異なる場合がある。この場合に、キャップ１１２－１及び１１２－２の
両部分を同一の高さに微調整し、図３（Ａ）では板部１２２を挿入する場合を示している
。尚、キャップ１１２－１と板部１２２、及び板部１２２と放熱フィン１２０、さらにキ
ャップ１１２－２と板部１２２とは、それぞれ接着材により接合されている。
【００３２】
従って本実施例では、放熱フィン１２２を設けることにより、半導体素子１０６が動作中
に発生した熱は、上部の板部１２２を介して、放熱フィン１２２へ拡散して伝わり、さら
に外部へ発散されることになる。
以上の本実施例のように、キャップ１１２上に放熱フィン１２０を搭載した状態において
も、キャップ１１２の機械的強度は保持され、第１の実施例で述べたキャップの構造を採
ることによる利点をさらに利用できることを示している。
【００３３】
次に、上記実施例をさらに発展させた実施例について図３（Ｂ）を基に説明する。
図３（Ｂ ) に示す構造は、図３（ A)に示す実施例の構造の半導体装置に対し、半導体素子
１０６上の部分のキャップ１１２を開口して開口部１１４を形成し、さらに開口部１１４
を覆い、同時に半導体素子１０６と接するように放熱フィン１２２を配置し、キャップ１
１２と放熱フィン１２２とによって半導体素子１０６を封止したものである。
【００３４】
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図３（ B)の構造では、キャップ１１２の開口部１１４と半導体素子１０６とが基板１０２
表面から同一の高さとなるように、必要に応じて半導体素子１０６の裏面上あるいは開口
部１１４上には図示しない調整板が設置されている。
さらにキャップ１１２の周辺部１１２－２と開口部１１４との前記高さの相違に応じて放
熱フィン１２２の一部片１２２－１が、半導体素子１０６及び開口部１１４と接するよう
に、またさらに放熱フィン片１２２－１とキャップの周辺部１１２－２とが同一の前記高
さとなって、放熱フィン１２２をキャップの周辺部１１２－２と放熱フィン片１２２－１
とに接するように配置したものである。
【００３５】
上記図３（ B)の構造では、図３（ A)における構造に対して、放熱フィン１２２とキャップ
１１２－２とは、キャップ１１２－２の開口部１１４の周辺の領域において接合しており
、放熱フィン１２２を含むキャップ１１２－２の強度は図３（ A)の場合と比較して劣る事
はない。さらに、半導体素子１０６上に、直接放熱フィン１２２が設置されることによっ
て、半導体素子１０６にて発生した熱の放熱効果を図３（ A)の実施例の場合に対してさら
に向上させることができる。
【００３６】
[ 第３の実施例 ]
次に第３の実施例として、図４に示す構造について説明する。
図４に示す構造は、キャップ１１２と放熱フィン１２４との接合の際に、接着材を使用せ
ず、止め部材１２６を使用して固定するものである。
止め部材１２６により、キャップ１１２と放熱フィン１２４とを接合、固定する際に、止
め部材１２６を嵌合させる部分である放熱フィン１２４の周辺部１２４－１に、図４のよ
うに、放熱フィンの羽部１２４－２を形成しないように、放熱フィン１２４を形成する。
【００３７】
またこの際に、半導体素子１０６の上部の領域において、キャップ１１２－１と放熱フィ
ン１２４との間に隙間が生じる場合には、必要に応じて板部１２７を挿入し、半導体素子
１０６とキャップ１１２－１と放熱フィン１２４とを接しせしめることにより、半導体素
子１０６において発生した熱を放熱フィンへ拡散させ、放出させることにより、放熱フィ
ンの放熱効果を増大させることができる。
【００３８】
本実施例の場合には、図３の場合の実施例に対して、キャップ１１２と放熱フィン１２４
とを接合し、あるいはキャップ１１２と放熱フィン１２４との間隙に板部１２７を介在さ
せて接合する場合に、接着材を使用して接着する工程を必要としない。このため、工程を
簡略化でき、止め部材１２６を使用して簡単にキャップ１１２と放熱フィン１２４とを固
定することができ、図３の実施例の効果に、さらに放熱フィンの脱着の容易性を付加する
ことができる。
【００３９】
以上のように放熱フィン１２４は、キャップ１１２との脱着が随時可能となるため、半導
体素子の不良発生時においては、取り外し再使用することが可能であり、コストを低減す
る効果を有する。
[ 第４の実施例 ]
次に第４の実施例として、図５（Ａ）、（Ｂ）に示す構造について説明する。
【００４０】
図５（Ａ）に示す構造は、前実施例における図４の場合において、放熱フィン１２４の構
造の一部の、止め部材１２６によってキャップ１１２と放熱フィン１２４とを嵌合させる
部分について、次のように変形させた場合の例である。
即ち、図５（Ａ）の放熱フィン１２８に対し、その端部の止め部１２８－１の構造の拡大
図を図５（Ｂ）に示す。
【００４１】
図５（Ｂ）に示す放熱フィン１２８の止め部１２８－１は、キャップ１１２の端部１１２
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－２が嵌合されるように、図５（Ｂ）のような凹部１２８－２を有し、また、放熱フィン
１２８の対角部の２ヶ所あるいは角部の４ヶ所に止め部１２８－１を形成し、放熱フィン
１２８をキャップ１１２に対して回転させるようにして、キャップ１１２とを嵌合させ固
定する構造である。
【００４２】
この場合においても、前実施例と同様に、放熱フィン１２８とキャップ１１２との間の、
半導体素子１０６上部の領域において、間隙を生じる場合には、板部１２９を必要に応じ
て挿入し、半導体素子１０６と放熱フィン１２８とを接しせしめることにより、放熱効果
を失わないようにすることができるとともに、板部１２９の設置時は、放熱フィン１２８
及び半導体素子１０６との接触においても、接着材を使用する必要はなく、工程が簡略化
できる。
【００４３】
以上のように、上記構造の放熱フィンを用いることにより、前実施例である図５における
利点に対して、さらに、放熱フィン１２８とキャップ１１２とを固定する工程が簡略化さ
れ、止め部１２６を使用する点が省略される。またさらに放熱フィンの脱着が随時可能で
あって、脱着が極めて容易となるとともに、半導体素子の不良発生時においては、取り外
し再使用することが可能であり、製造の際のコスト面において、及び使用する際の利便性
において、利点が増大することになる。
【００４４】
[ 第５の実施例 ]
第５の実施例を図６（Ａ）、（Ｂ）に示す構造について説明する。
図６（Ａ）に示す構造は、第１の実施例における図２に示す構造において、キャップ１１
２の、基板との接合部１１３に対して、半導体素子１０６と反対側の領域の部分１１２－
２を、さらに、その領域を広げ、その端部１１２－３が、基板１０２よりさらに外方に延
在した形のものである。
【００４５】
上記構造とした場合の利点は、図６（Ｂ）に示すように、半導体装置１３０を搬送するた
めのキャリア１３２中に、半導体装置１３０を、その底部の外部端子を破壊することなく
格納することを可能とする点である。
図６（Ｂ）に示すキャリア１３２は、キャリア下部１３２－１及びキャリア上部１３２－
２とよりなる。半導体装置１３０をキャリア下部１３２－１に格納する際は、図６（Ａ）
の半導体装置１３０のキャップ１１２－３を、キャリア下部１３２－１に形成したキャッ
プ設置部１３２－３に配置する形で行う。その後、キャリア上部１３２－２を、キャリア
下部１３２－１上に配置し、半導体装置１３０をキャリア１３２中に格納する。半導体装
置１３０をキャリア１３２中に格納した状態においては、半導体装置１３０の全荷重はキ
ャリア設置部１３２－３に加担され、半導体装置１３０中の基板１０２下部の外部端子１
０４が、キャリア下部１３２－１の内部に接触することがなく、搬送中に半導体装置１３
０は機械的損傷を負う等、破壊されることがない。
【００４６】
また、これと同時に、キャップ１１２をＷ型としたことによるキャップ１１２の強度増大
により、キャップ端部１１２－３に半導体装置１３０の全荷重が加担した場合でも、キャ
ップ１１２は変形することがなく、半導体素子１０６に対して、キャップ１１２からの圧
縮等の力作用を受けることがなく、半導体素子１０６が破壊される等の影響はない。
【００４７】
以上のように、高い機械的強度を有するＷ型のキャップ１１２を有する半導体装置１３０
は、そのキャップの構造を図６のように、その周囲を拡張することによって、キャリア１
３２中に格納し、搬送することを可能とするという利点を付加することができる。
[ 第６の実施例 ]
次に第６の実施例について、図７（Ａ）、（Ｂ）を基に説明する。
【００４８】
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本実施例では、図７（Ａ）及び（Ｂ）に示すように、基板としてＴＡＢテープを使用した
場合である。
図７（Ａ）は、外形の断面を示し、図７（Ｂ）は、図７（Ａ）中の破線部Ａの拡大図であ
る。
図７（Ａ）において、ＴＡＢテープ基板１４０上に半導体素子１０６が搭載され、半導体
素子１０６は、その上面部、及びその周囲のＴＡＢテープ基板１４０上において、接着材
１４１を介して、キャップ１１２により封止されている。
【００４９】
ＴＡＢテープ基板１４０の他方の面上には、外部接続端子１４４が形成されている。
さらに、同図（Ｂ）における破線部の拡大図を基に、その構成を説明すると、ＴＡＢテー
プ基板１４０はポリイミド層１４０－１と銅箔部１４０－２とからなり、ポリイミド層１
４０－１中には開口部１４２が形成され、開口部１４２に外部接続端子１４４が嵌合し形
成されている。
【００５０】
また、銅箔部１４０－２の一端部上にそのバンプ１０７を配置した半導体素子１０６が配
置され、その上部を上述したように接着材１４１を介して、キャップ１１２により覆われ
ている。
さらに、キャップ１１２の縁部１１２－６を TAB テープ基板１４０の外部へ延在させるこ
とによって、前実施例において述べたキャリア１３２中に半導体素子１４６を格納するこ
とが可能となる。
【００５１】
本実施例のように、ＴＡＢテープのような薄い基板１４０上においても、半導体素子１０
６設置部以外の全領域において、キャップ１１２と接合させることにより、機械的強度を
有するキャップによって、 TAB テープ基板を支えるとともに、半導体装置１４６全体とし
ての強度を保つことができる。また、汎用性が向上しつつあるＴＡＢテープを基板として
使用することができ、本発明の有用性も拡大される。
【００５２】
[ 第７の実施例 ]
最後に、第７の実施例について、図８（Ａ）、（Ｂ）を基に説明する。
図８（Ａ）に示す構造は、基板１０２上に、裏面を基板と接する状態いわゆるフェースア
ップで配置された２種の半導体素子１０６－１及び１０６－２を有し、半導体素子１０６
－１及び１０６－２の周辺部の表面上の電極１４９と、基板１０２上の電極とが金等から
なる配線１５０により接続された状態を示す。
【００５３】
さらに半導体素子１０６－１及び１０６－２の表面上の、金線１５０の接続された電極の
領域以外、即ち周辺部以外の領域１０６－１’及び１０６－２’において、キャップ１１
２に形成された凹部１５４－１及び１５４－２中の接合部１５５－１及び１５５－２が、
板部１５６－１及び１５６－２を介して接着材により、キャップ１１２が半導体素子１０
６－１及び１０６－２と接着され、配置された状態を示す。
【００５４】
本実施例のキャップの構造は、第１の実施例において形成したＷ型のキャップの形成方法
とは異なり、半導体素子１０６－１及び１０６－２に配置された金線１５０との接触を避
けるように、Ｗ型の形状の凹部１５４－１及び１５４－２が半導体素子そのものの表面に
おいて接する構造を有し、いわば、上述した第１から第６までの実施例におけるＷ型を変
形した場合の例である。
【００５５】
図８（Ａ）中のキャップ１１２の下層の、半導体素子１０６－１及び１０６－２の周囲の
空間には、図８（ B)に示すように、樹脂１５２が充填され、封止された構造となっている
。
以上のように、本実施例においては、第１の実施例から第６の実施例におけるキャップと
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は異なる使用形態を有し、本実施例のように、半導体素子上にキャップの接合部を設ける
ことにより封止した例を示すものである。また第１の実施例から第６の実施例の場合にお
いては、キャップ１１２と基板１０２との接合部を基板１０２上に設ける必要があったの
に対し、本実施例では、キャップ１１２と基板１０２との接合部を半導体素子１０６－１
あるいは１０６－２上に設けることにより、接合部に相当する面積を基板１０２上に要せ
ず、基板の面積を節約することができ、製造コストを削減することになるとともに、キャ
ップと基板との接合部を半導体素子の外側の周辺部に設ける場合よりも、キャップの強度
を増すことができる。
【００５６】
【発明の効果】
　上述の如く本発明によれば、次に述べる効果を奏することができる。
　請求項１記載の発明では、キャップの強度が増大することにより、半導体素子を保護す
ることができ、半導体装置の信頼性が向上する。

キャップの強度が増大することにより、半導体素子を保護することができ、半導
体装置の信頼性が向上する。

【００５７】
記載の発明では、キャップの加工性を向上させることができ、半導体装置の製

造コストを低減することができ
【００５８】

記載の発明では、キャップの強度が増大することにより、複数の半導体素子を
保護することができるとともに、半導体素子の寿命を増大させ、半導体装置の信頼性が向
上する。

記載の発明では、キャップの強度が増大することにより、複数の半導体素子を
保護することができるとともに、半導体素子の寿命を増大させ、半導体装置の信頼性が向
上する。
【００５９】

記載の発明では、放熱フィンの設置が容易となり、放熱フィンの利便性が増大
するとともに、半導体装置の信頼性が向上する。

記載の発明では、放熱フィンの設置が容易となり、放熱フィンの利便性が増大
し、半導体装置の製造コストが低減する。

記載の発明では、放熱フィンを再利用することができるとともに、放熱フィン
の脱着が随時可能となり、放熱フィンの利便性が増大し、半導体装置の製造コストが低減
する。
【図面の簡単な説明】
【図１】（ A)、（ B)は従来の一例である半導体装置を示す図である。
【図２】本発明における第１の実施例である半導体装置を示す図である。
【図３】（ A)、 (B) は本発明における第２の実施例である半導体装置を示す図である。
【図４】本発明における第３の実施例である半導体装置示す図である。
【図５】本発明における第４の実施例である半導体装置を示す図である。
【図６】本発明における第５の実施例である半導体装置を示す図である。
【図７】本発明における第６の実施例である半導体装置を示す図である。
【図８】本発明における第７の実施例である半導体装置を示す図である。
【符号の説明】
１０　基板
１２　１０６、１０６－１、１０６－２　半導体素子
１４　スティフナー
１６　金属板
１８　接着材
２０　電子部品

10

20

30

40

50

(9) JP 3676091 B2 2005.7.27

　また、
また、電子部品を保護することができ、半導体装置の信頼性

が向上する。

　請求項２
る。

　請求項３

　請求項４

　請求項５

　請求項６

　請求項７



２１　接合材
２２　凹部
２４　外部端子
２６　接着材
２８　キャップ
２８ａ　外周縁
１００、１３０、１４６　半導体装置
１０２　基板
１０４　外部端子
１０６－１’　領域
１０６－２’　領域
１０７　バンプ
１０８　接着材
１１０　電子部品
１１１　アンダーフィル樹脂
１１２　キャップ
１１２－１～６　キャップ周辺部
１１３　凹部（接合部）
１１４　開口部
１２０　放熱フィン
１２２、１２７　板部
１２２－１、１２４、１２８　放熱フィン
１２４－１　放熱フィン端部
１２４－２　放熱フィン羽部
１２６　止め部
１２８－１　放熱フィン端部
１２８－２　凹部
１２９　板部
１３２　キャリア
１３２－１　キャリア下部
１３２－２　キャリア上部
１３２－３　キャップ設置部
１４０　ＴＡＢテープ基板
１４０－１　ポリイミド
１４０－２　銅箔
１４１　接着材
１４２　開口部
１４４　外部端子
１４９　電極
１５０　配線
１５２　樹脂
１５４－１、１５４－２　凹部
１５５－１、１５５－２　接合部
１５６－１、１５６－２　板部
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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